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伊方発電所原子力事業者防災業務計画の読み替えについて 

 

 

拝啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。         

さて、この度、弊社組織整備に伴い、社内組織名称を変更いたします。 

つきましては、伊方発電所原子力事業者防災業務計画に記す社内組織名称を、

同防災業務計画の変更までの期間、下記のとおり読み替えることにより運用し

ますので、ご連絡申し上げます。 

敬具  

記 

          

・読み替え内容 

１．社内組織名称である「松山支店」を「愛媛支店」に読み替える。 

２．社内組織名称である「宇和島支店」を「宇和島営業所」に読み替える。 

３．社内組織名称である「系統運用部」を「需給運用部」と【送配電カンパ

ニー】「系統運用部」に読み替える。 

４．社内組織名称である「情報通信部」を「情報システム部」と【送配電カ

ンパニー】「通信システム部」に読み替える。 

５．社内組織整備に伴い、「送変電部」と「配電部」を削除する。 

 

          

・運用開始日         

平成３０年 ４月 １日（日） 

          

・添付資料         

   伊方発電所原子力事業者防災業務計画読み替え表         

 

 

 
以 上 



 

伊方発電所原子力事業者防災業務計画 読み替え表 

規程名称：伊方発電所原子力事業者防災業務計画 （１／７） 

読み替え前 読み替え後 理  由 

２．原子力防災組織 
    
（１）発電所の原子力防災組織 
 

ａ．原子力防災管理者は、発電所に別図２－１に定める原子力防災組織を設置するとと

もに、原子力防災組織に原子力防災要員を置く。 

 

ｂ．発電所の原子力防災組織は、別図２－１に定める業務分掌に基づき、原子力災害の

発生または拡大を防止するために必要な活動を行う。 

 

ｃ．原子力防災管理者は、原子力防災要員のうち、派遣要員を定めておく。派遣要員は、

次に掲げる職務を実施する。 

 

（ａ）指定行政機関の長、指定地方行政機関の長ならびに地方公共団体の長その他の

執行機関の実施する緊急事態応急対策への協力 

（ｂ）指定行政機関の長、指定地方行政機関の長ならびに地方公共団体の長その他の

執行機関の実施する原子力災害事後対策への協力 

（ｃ）他の原子力事業者の原子力事業所に係る緊急事態応急対策への協力 
 

ｄ．原子力防災管理者は、内閣総理大臣、原子力規制委員会、国土交通大臣、愛媛県知

事、伊方町長または山口県知事から、原子力防災組織および原子力防災要員の状況に

ついて報告を求められたときはこれを行う。 

 

ｅ．発電用原子炉主任技術者（以下、「原子炉主任技術者」という。）は、原子炉施

設の保安上必要な場合、原子力防災管理者および副原子力防災管理者等へ助言およ

び指示する。  
 
（２）本店および松山原子力本部の原子力防災組織 
 

ａ．この計画における松山原子力本部は、原子力本部直轄（松山）、原子力保安研修所

および松山支店をいう。 

 

ｂ．社長は、本店に別図２－２に定める原子力防災組織を設置するとともに、原子力防

災組織に原子力防災要員および災害対策要員を置く。 

 

ｃ．原子力本部長は、松山原子力本部に別図２－３に定める原子力防災組織を設置する

とともに、原子力防災組織に原子力防災要員および災害対策要員を置く。 

 

ｄ．本店および松山原子力本部の原子力防災組織は、別図２－２および別図２－３に定

める業務分掌に基づき原子力災害対策活動を実施し、関係機関との連絡調整、資機材

の整備、点検、調達および輸送など発電所において実施される原子力災害対策活動を

支援する。 

 

２．原子力防災組織 
    
（１）発電所の原子力防災組織 
 

ａ．原子力防災管理者は、発電所に別図２－１に定める原子力防災組織を設置するとと

もに、原子力防災組織に原子力防災要員を置く。 

 

ｂ．発電所の原子力防災組織は、別図２－１に定める業務分掌に基づき、原子力災害の

発生または拡大を防止するために必要な活動を行う。 

 

ｃ．原子力防災管理者は、原子力防災要員のうち、派遣要員を定めておく。派遣要員は、

次に掲げる職務を実施する。 

 

（ａ）指定行政機関の長、指定地方行政機関の長ならびに地方公共団体の長その他の

執行機関の実施する緊急事態応急対策への協力 

（ｂ）指定行政機関の長、指定地方行政機関の長ならびに地方公共団体の長その他の

執行機関の実施する原子力災害事後対策への協力 

（ｃ）他の原子力事業者の原子力事業所に係る緊急事態応急対策への協力 
 

ｄ．原子力防災管理者は、内閣総理大臣、原子力規制委員会、国土交通大臣、愛媛県知

事、伊方町長または山口県知事から、原子力防災組織および原子力防災要員の状況に

ついて報告を求められたときはこれを行う。 

 

ｅ．発電用原子炉主任技術者（以下、「原子炉主任技術者」という。）は、原子炉施

設の保安上必要な場合、原子力防災管理者および副原子力防災管理者等へ助言およ

び指示する。  
 
（２）本店および松山原子力本部の原子力防災組織 
 

ａ．この計画における松山原子力本部は、原子力本部直轄（松山）、原子力保安研修所

および愛媛支店をいう。 

 

ｂ．社長は、本店に別図２－２に定める原子力防災組織を設置するとともに、原子力防

災組織に原子力防災要員および災害対策要員を置く。 

 

ｃ．原子力本部長は、松山原子力本部に別図２－３に定める原子力防災組織を設置する

とともに、原子力防災組織に原子力防災要員および災害対策要員を置く。 

 

ｄ．本店および松山原子力本部の原子力防災組織は、別図２－２および別図２－３に定

める業務分掌に基づき原子力災害対策活動を実施し、関係機関との連絡調整、資機材

の整備、点検、調達および輸送など発電所において実施される原子力災害対策活動を

支援する。 

 

 

当社組織整備に伴う組織名

称の読み替え 

添付資料



 

 

伊方発電所原子力事業者防災業務計画 読み替え表 

規程名称：伊方発電所原子力事業者防災業務計画 （２／７） 

読み替え前 読み替え後 理  由 

別図２－３ 松山原子力本部の原子力防災組織および業務分掌 

 

 

※要員は総数を記載。対応が長期化する場合は、交代制等の構成となるよう体制の見直しを行う。 

 

別図２－３ 松山原子力本部の原子力防災組織および業務分掌 

 

 

※要員は総数を記載。対応が長期化する場合は、交代制等の構成となるよう体制の見直しを行う。 

 

 

当社組織整備に伴う組織名

称の読み替え 



 

伊方発電所原子力事業者防災業務計画 読み替え表 

規程名称：伊方発電所原子力事業者防災業務計画 （３／７） 

読み替え前 読み替え後 理  由 

別図２－８ 災害対策本部（高松）本部員・災害対策本部（松山）本部員 

・東京支社災害対策本部員の非常招集連絡経路 

 

 

別図２－８ 災害対策本部（高松）本部員・災害対策本部（松山）本部員 

・東京支社災害対策本部員の非常招集連絡経路 

 

 

 
当社組織整備に伴う組織名
称の読み替え 
 

 



 

伊方発電所原子力事業者防災業務計画 読み替え表 

規程名称：伊方発電所原子力事業者防災業務計画 （４／７） 

読み替え前 読み替え後 理  由 

別図２－１２ 災害対策本部（松山）の業務分掌 

 

 
 

 

別図２－１３ 東京支社災害対策本部の業務分掌 

 

 
 

別図２－１２ 災害対策本部（松山）の業務分掌 

 

 
 

 

別図２－１３ 東京支社災害対策本部の業務分掌 

 

 
 

 

当社組織整備に伴う組織名

称の読み替え 



 

伊方発電所原子力事業者防災業務計画 読み替え表 

規程名称：伊方発電所原子力事業者防災業務計画 （５／７） 

読み替え前 読み替え後 理  由 

別図２－２１ 原子力事業所災害対策支援拠点の候補 配置図 

 

 

 

四国電力大洲営業所

四国電力宇和島支店

四国電力伊方発電所

地図は電子国土ポータルより引用

四国電力原子力保安研修所

四国電力大洲営業所

四国電力宇和島支店

四国電力伊方発電所

地図は電子国土ポータルより引用

四国電力原子力保安研修所

 

別図２－２１ 原子力事業所災害対策支援拠点の候補 配置図 

 

 

 

四国電力大洲営業所

四国電力宇和島支店

四国電力伊方発電所

地図は電子国土ポータルより引用

四国電力原子力保安研修所

四国電力大洲営業所

四国電力宇和島支店

四国電力伊方発電所

地図は電子国土ポータルより引用

四国電力原子力保安研修所

 

 

当社組織整備に伴う組織名

称の読み替え 

 

四国電力宇和島支店 四国電力宇和島営業所 



 

伊方発電所原子力事業者防災業務計画 読み替え表 

規程名称：伊方発電所原子力事業者防災業務計画 （６／７） 

読み替え前 読み替え後 理  由 

別表２－７  原子力災害対策活動で使用する施設 

 
１．緊急時対策所 

（１）緊急時対策所(EL.32m) 

所在地 
愛媛県西宇和郡伊方町九町字コチワキ３番耕地４０の３

四国電力伊方発電所 構内(EL.32m) 

建物の仕様 耐震構造 

床面積 約２００ｍ２ 

放射線防護対策 
よう素除去フィルタを備えた空調設備を設置 

コンクリート壁等による遮へい構造 

非常用電源 
発電所非常用母線 

緊急時対策所用発電機（容量１５０ｋＶＡ） 

燃料（軽油） 
タンク容量：２５０Ｌ（補給は、タンクローリー、ヘリ

コプター、タグボートにより実施） 

 

（２）総合事務所内緊急時対策所 

所在地 
愛媛県西宇和郡伊方町九町字コチワキ３番耕地４０の３

四国電力伊方発電所 総合事務所内 

建物の仕様 免震構造 

床面積 約６００ｍ２ 

放射線防護対策 
よう素除去フィルタを備えた空調設備を設置 

コンクリート壁等による遮へい構造 

非常用電源 
発電所非常用母線 

ガスタービン発電機（容量１，０００ｋＶＡ） 

燃料（重油） 
タンク容量：３５ｋＬ（補給は、タンクローリー、ヘリ

コプター、タグボートにより実施） 

 

２．原子力事業所災害対策支援拠点の候補 

（１）四国電力大洲営業所 

所在地 愛媛県大洲市若宮５３５の２ 

発電所からの方位、距離 東 約２０ｋｍ 

敷地面積 約１７００ｍ２ 

非常用電源 発電機車または可搬型発電機 

通信機器 
衛星電話※、ＦＡＸ（内線１回線、外線２回線）、 

社内ＩＰ電話 

その他 
消耗品類（燃料、食料、飲料水等）は最寄りの小売店か

ら調達 

※松山支店または宇和島支店等から、可搬型アンテナを小型車両等で搬送 

 

 

別表２－７  原子力災害対策活動で使用する施設 

 
１．緊急時対策所 

（１）緊急時対策所(EL.32m) 

所在地 
愛媛県西宇和郡伊方町九町字コチワキ３番耕地４０の３

四国電力伊方発電所 構内(EL.32m) 

建物の仕様 耐震構造 

床面積 約２００ｍ２ 

放射線防護対策 
よう素除去フィルタを備えた空調設備を設置 

コンクリート壁等による遮へい構造 

非常用電源 
発電所非常用母線 

緊急時対策所用発電機（容量１５０ｋＶＡ） 

燃料（軽油） 
タンク容量：２５０Ｌ（補給は、タンクローリー、ヘリ

コプター、タグボートにより実施） 

 

（２）総合事務所内緊急時対策所 

所在地 
愛媛県西宇和郡伊方町九町字コチワキ３番耕地４０の３

四国電力伊方発電所 総合事務所内 

建物の仕様 免震構造 

床面積 約６００ｍ２ 

放射線防護対策 
よう素除去フィルタを備えた空調設備を設置 

コンクリート壁等による遮へい構造 

非常用電源 
発電所非常用母線 

ガスタービン発電機（容量１，０００ｋＶＡ） 

燃料（重油） 
タンク容量：３５ｋＬ（補給は、タンクローリー、ヘリ

コプター、タグボートにより実施） 

 

２．原子力事業所災害対策支援拠点の候補 

（１）四国電力大洲営業所 

所在地 愛媛県大洲市若宮５３５の２ 

発電所からの方位、距離 東 約２０ｋｍ 

敷地面積 約１７００ｍ２ 

非常用電源 発電機車または可搬型発電機 

通信機器 
衛星電話※、ＦＡＸ（内線１回線、外線２回線）、 

社内ＩＰ電話 

その他 
消耗品類（燃料、食料、飲料水等）は最寄りの小売店か

ら調達 

※愛媛支店または宇和島営業所等から、可搬型アンテナを小型車両等で搬送 

 

 

 

当社組織整備に伴う組織名

称の読み替え 

 



 

伊方発電所原子力事業者防災業務計画 読み替え表 

規程名称：伊方発電所原子力事業者防災業務計画 （７／７） 

読み替え前 読み替え後 理  由 
（２）四国電力宇和島支店 

所在地 愛媛県宇和島市鶴島町１番２８号 

発電所からの方位、距離 南東 約４０ｋｍ 

敷地面積 約１３００ｍ２ 

非常用電源 ディーゼル発電機（容量２５０ｋＶＡ） 

通信機器 
衛星電話、ＦＡＸ（内線１回線、外線２回線）、 

社内ＩＰ電話 

その他 
消耗品類（燃料、食料、飲料水等）は最寄りの小売店か

ら調達 

 

（３）四国電力原子力保安研修所 

所在地 愛媛県松山市湊町６丁目１の２ 

発電所からの方位、距離 北東 約６０ｋｍ 

敷地面積 約１９００ｍ２ 

非常用電源 ガスタービン発電機（容量２５０ｋＶＡ） 

通信機器 
衛星電話、ＦＡＸ（内線２回線、外線４回線）、 

社内ＩＰ電話 

その他 
消耗品類（燃料、食料、飲料水等）は最寄りの小売店か

ら調達 
 

３．本店非常災害対策室 

所在地 香川県高松市丸の内２番５号 

建物の仕様 建築基準法に基づく必要保有水平耐力を満足する 

床面積 約２００ｍ２ 

非常用電源 
ターボディーゼル発電機（容量１，５００ｋＶＡ） 

タービン発電機（容量１，０００ｋＶＡ） 

その他 
消耗品類（燃料、食料、飲料水等）は最寄りの小売店か

ら調達 
 

４．松山原子力本部非常災害対策室 

所在地 愛媛県松山市湊町６丁目１の２ 

建物の仕様 建築基準法に基づく必要保有水平耐力を満足する 

床面積 約１９０ｍ２ 

非常用電源 ガスタービン発電機（容量２５０ｋＶＡ） 

その他 
消耗品類（燃料、食料、飲料水等）は最寄りの小売店か

ら調達 
 

（２）四国電力宇和島営業所 

所在地 愛媛県宇和島市鶴島町１番２８号 

発電所からの方位、距離 南東 約４０ｋｍ 

敷地面積 約１３００ｍ２ 

非常用電源 ディーゼル発電機（容量２５０ｋＶＡ） 

通信機器 
衛星電話、ＦＡＸ（内線１回線、外線２回線）、 

社内ＩＰ電話 

その他 
消耗品類（燃料、食料、飲料水等）は最寄りの小売店か

ら調達 

 

（３）四国電力原子力保安研修所 

所在地 愛媛県松山市湊町６丁目１の２ 

発電所からの方位、距離 北東 約６０ｋｍ 

敷地面積 約１９００ｍ２ 

非常用電源 ガスタービン発電機（容量２５０ｋＶＡ） 

通信機器 
衛星電話、ＦＡＸ（内線２回線、外線４回線）、 

社内ＩＰ電話

その他 
消耗品類（燃料、食料、飲料水等）は最寄りの小売店か

ら調達
 

３．本店非常災害対策室 

所在地 香川県高松市丸の内２番５号 

建物の仕様 建築基準法に基づく必要保有水平耐力を満足する 

床面積 約２００ｍ２ 

非常用電源 
ターボディーゼル発電機（容量１，５００ｋＶＡ） 

タービン発電機（容量１，０００ｋＶＡ） 

その他 
消耗品類（燃料、食料、飲料水等）は最寄りの小売店か

ら調達
 

４．松山原子力本部非常災害対策室 

所在地 愛媛県松山市湊町６丁目１の２ 

建物の仕様 建築基準法に基づく必要保有水平耐力を満足する 

床面積 約１９０ｍ２ 

非常用電源 ガスタービン発電機（容量２５０ｋＶＡ） 

その他 
消耗品類（燃料、食料、飲料水等）は最寄りの小売店か

ら調達 
 

 

当社組織整備に伴う組織名

称の読み替え 

 


